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平成３０年度大村市モーターボート競走事業会計予算 
 

（総則） 
第１条 平成３０年度大村市モーターボート競走事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
（１） 年間開催日数 １９２日 
（２） １日の競走回数 １２回 
（３） 場間場外発売日数 ３６０日 

 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  
収 入 

第１款 モーターボート競走事業収益 81,280,814千円 

第１項 営 業 収 益 81,207,097千円 

第２項 営 業 外 収 益 73,716千円 

第３項 特 別 利 益   1千円 

支 出 
第１款 モーターボート競走事業費用 79,658,749千円 

第１項 営 業 費 用 79,561,357千円 

第２項 営 業 外 費 用 27,391千円 

第３項 特 別 損 失 50,001千円 

第４項 予 備 費 20,000千円 

 
（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する

額 2,609,937千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 348,886千円、過年度分損益勘定留

保資金 318,780千円及び建設改良積立金 1,942,271千円で補塡するものとする。）。 

収 入 
第１款 資 本 的 収 入 1,200,000千円 

第１項 企 業 債 1,200,000千円 

支 出 
第１款 資 本 的 支 出 3,809,937千円 

第１項 建 設 改 良 費 3,328,436千円 

第２項 投 資 11千円 

第３項 企 業 債 償 還 金 381,490千円 

第４項 予 備 費 100,000千円 
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（企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 
起債の目的 限度額 起債の方法 利  率 償還の方法 

ナ イ タ ー 設 備 

整 備 工 事 

千円  ％ 借入先と協議して定める。ただし企業財政そ

の他の都合により繰上償還又は低利に借り

換えることができる。 

1,200,000 証書借入 5.0以内 

 
（一時借入金） 
第６条 一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。 
 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 
 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の 
経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
（１） 職員給与費 310,645千円 

（２） 交 際 費 400千円 

 

 
平成３０年２月２８日提出 
 

大村市長   園田 裕史     
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平成３０年度大村市モーターボート競走事業会計予算実施計画 

収益的収入及び支出 

収 入 

款 項 目 
予定額 

（千円） 備考 

1 モーターボート

競走事業収益 

 

1 営業収益 

 

 

 

2 営業外収益 

 

 

 

 

 

3 特別利益 

 

 

1 舟券収益 

2 特別発売収益 

3 その他営業収益 

 

1 諸使用料 

2 受取利息及び配当金 

3 長期前受金戻入 

4 雑収益 

5 消費税還付金 

 

1 固定資産売却益 

81,280,814 

81,207,097 

56,000,000 

24,986,360 

220,737 

73,716 

14,605 

348 

36,324 

22,438 

  1 

  1 

  1 

 

 

 

 

入場料、端数計算収益ほか 

 

売店使用料ほか 

 

 

自動販売機販売手数料ほか 

 

支 出 

款 項 目 
予定額 

（千円） 備考 

1 モーターボート

競走事業費用 

 

1 営業費用 

 

 

 

 

 

 

2 営業外費用 

 

 

3 特別損失 

 

 

4 予備費 

 

 

 

1 実施費 

2 特別発売実施費 

3 専用場外発売実施費 

4 総係費 

5 減価償却費 

6 資産減耗費 

 

1 消費税 

2 支払利息 

 

1 固定資産売却損 

2 過年度損益修正損 

 

1 予備費 

79,658,749 

79,561,357 

54,293,581 

23,394,925 

818,064 

390,573 

664,206 

  8 

27,391 

4,000 

23,391 

50,001 

  1 

50,000 

20,000 

20,000 

 

 

本場競走実施に要する経費 

場外発売受託分に要する経費 

専用場外発売場に要する経費 

 

 

固定資産除却費、たな卸資産減耗費 

 

消費税及び地方消費税 

企業債利息等 

 

 

地方公共団体金融機構納付金 
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資本的収入及び支出 

収 入 

款 項 目 
予定額 

（千円） 備考 

1 資本的収入  

1 企業債 

 

 

 

1 建設改良債 

1,200,000 

1,200,000 

1,200,000 

 

 

 

 

 

支 出 

款 項 目 
予定額 

（千円） 備考 

1 資本的支出  

1 建設改良費 

 

 

 

 

2 投資 

 

 

3 企業債償還金 

 

4 予備費 

 

 

 

1 建設改良費 

2 固定資産購入費 

3 リース資産購入費 

4 建設改良委託料 

 

1 投資有価証券 

2 基金繰入支出 

 

1 企業債償還金 

 

1 予備費 

3,809,937 

3,328,436 

2,820,676 

327,679 

164,961 

15,120 

11 

1 

10 

381,490 

381,490 

100,000 

100,000 

 

 

ナイター設備整備工事ほか 

投票機器ほか 

投票機器リース料ほか 

ナイター設備整備工事ほか 

 

 

基金利息の繰入支出 
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平成３０年度大村市モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書 

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで） 
千円 

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

当年度純利益 1,273,179 

減価償却費 664,206 

固定資産除却損 8 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30,479 

賞与引当金の増減額（△は減少） 695 

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △66 

長期前受金戻入額 △36,324 

受取利息及び受取配当金 △348 

支払利息 23,391 

未収金の増減額（△は増加） △303,614 

前払金の増減額（△は増加） 114,554 

未払金の増減額（△は減少） 149,280 

営業前受金の増減額（△は減少） 607 

預り金の増減額（△は減少） 3,536 

小計 1,919,583 

利息及び配当金の受取額 348 

利息の支払額 △23,391 

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,896,540 

  

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △2,929,144 

有価証券の取得による支出 △1 

基金の積立てによる支出 △10 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,929,155 

  

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入  1,200,000 

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 342,767 

その他の企業債の償還による支出 △ 38,723 

リース債務の返済による支出 △164,961 

財務活動によるキャッシュ・フロー 653,549 

  

資金増加額（又は減少額） △379,066 

資金期首残高 7,017,583 

資金期末残高 6,638,517 
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給 与 費 明 細 書 
１  総 括  ※（ ）内は、外書きで再任用職員数 

区    分 

職員数 給与費  

法定福利

費等 

（千円） 

 

合計 

（千円） 

特別職 一般職 報酬 給料 手当 
退職手当

負担金 
計 

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

本
年
度 

損益勘定支弁職員 1 31（0） 0 126,114 92,616 20,377 239,107 71,538 310,645 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 1 31（0） 0 126,114 92,616 20,377 239,107 71,538 310,645 

前
年
度 

損益勘定支弁職員 1 31（0） 0 120,984 79,559 20,021 220,564 53,646 274,210 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 1 31（0） 0 120,984 79,559 20,021 220,564 53,646 274,210 

比
較 

損益勘定支弁職員 0 0 0 5,130 13,057 356 18,543 17,892 36,435 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 5,130 13,057 356 18,543 17,892 36,435 

※法定福利費等については、退職給付引当金繰入額が含まれる。 

手
当
の
内
訳 

区 分 

住居 

手当 

扶養 

手当 

管理職 

手当 

時間外 

勤務手当 

特殊勤務 

手当 

通勤 

手当 

期末勤勉 

手当 
地域手当 

単身赴任 

手当 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

本 年 度 4,258 3,996 4,714 21,292 0 1,265 57,091 0 0 

前 年 度 3,873 3,342 4,411 21,292 0 1,217 45,424 0 0 

比 較 385 654 303 0 0 48 11,667 0 0 

   

２  給料及び手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 （ 千 円 ） 増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説 明 備考 

給   料 5,130 

給与改定に伴う増加分 277   

昇給に伴う増加分 1,913 定昇率 1.59%  

その他の増減分 2,940 異動等による  

手   当 13,057 
制度改正に伴う増加分 1,185   

その他の増減分 11,872 異動等による  

 

３  給料及び手当の状況 

（１） 職員一人当たり給与 

区 分 企 業 職 

平成 29 年 12 月 1 日現在 

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 311,508 

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 413,439 

平  均  年  齢 （ 歳 ）    40.1 

平成 28 年 12 月 1 日現在 

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 283,076 

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 406,311 

平  均  年  齢 （ 歳 ）    38.6 

 

（２） 初任給 

 

区 分 企 業 職 ( 円 ） 
一 般 会 計 の制 度 

行 政 職 （ 円 ） 

高 校 卒 147,100 147,100 

大 学 卒 179,200 179,200 
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（３） 級別職員数 ※（ ）内は、外書きで再任用職員数 

区 分 企業職 区 分 企業職 

平成 29 年 

12 月 1 日 

現 在 

級 職員数（人） 構成比（％） 

平成 28 年 

12 月 1 日 

現 在 

級 職員数（人） 構成比（％） 

７ 級 2 6.4 ７ 級 1 3.3 

６ 級 4 12.9 ６ 級 5 16.7 

５ 級 6 19.4 ５ 級 4 13.35 

４ 級 4 12.9 ４ 級 4 13.35 

３ 級 2 6.4 ３ 級 1 3.3 

２ 級 6 19.4 ２ 級 6 20.0 

１ 級 7 22.6 １ 級 9 30.0 

計 31 100.0 計 30 100.0 

 

（級別の標準的な職務内容） 

区分 企業職 区分 企業職 

７級 部長の職務 ３級 主査の職務 

６級 課長の職務 ２級 相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

５級 課長補佐の職務 １級 定型的な業務を行う職務 

４級 
１ 係長の職務 

２ 主任の職務 
 

 

 

（４） 昇 給 

区分 合計 企業職 

職    員    数  ( A ) （人） 31 31 

昇 給 に 係 る 職 員 数 ( B ) （人） 27 27 

号給数別内訳 

２ 号 給 （人） 1 1 

４ 号 給 （人） 26 26 

６ 号 給 （人） ― ― 

８ 号 給 （人） ― ― 

比            率 ( B ) ／ ( A ) ( ％ ) 87.1 87.1 

 

（５） 期末手当・勤勉手当  （かっこ書きは再任用職員） 

区 分 
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の 級 等 

に よ る 加 算 措 置 
備 考 

６月 ( 月分 ) １２月(月分) （ 月 分 ） 

本 年 度 2.125（1.075） 2.275（1.225） 4.40（2.30） 有  

前 年 度 2.075（1.050） 2.225（1.200） 4.30（2.25） 有  

一般 会 計 の制 度 2.125（1.075） 2.275（1.225） 4.40（2.30） 有  

 

（６） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分 
２ ０ 年 勤 続 

の者（月分） 

２ ５ 年 勤 続 

の者（月分） 

３ ５ 年 勤 続 

の者（月分） 

最高 限 度額 

（ 月 分 ） 
そ の 他 の 加 算 措 置 等 備考 

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職者特例措置 2％～45％加算  

一 般 会 計 の 制 度 

（ 支 給 率 等 ） 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職者特例措置 2％～45％加算  

 

（７） その他の手当 

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容 

扶 養 手 当 同 じ  

住 居 手 当 同 じ  

通 勤 手 当 同 じ  
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

事 項 限 度 額 

前 年 度 末 ま で の 支 払 義 務 

発 生 （ 見 込 ） 額 

当 該 年 度 以 降 の 支 払 義 務 

発 生 予 定 額 
左の財源内訳 

期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債 
損 益 勘 定

留 保 資 金 

ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ

競走事業

収 益 

 千 円  千 円  千 円 千 円 千 円 千 円 

投票機器等導入に

係るリース料 
837,000 

平成 25年度から 

平成 29年度まで 
365,917 

平成 30年度から 

平成 31年度まで 
121,972 － 121,972 － 

映像情報デジタル

化に係るリース料 
382,660 

平成 26年度から 

平成 29年度まで 
166,050 

平成 30年度から 

平成 33年度まで 
210,929 － 210,929 － 

大型映像装置リー

ス料 
251,750 

平成 26年度から 

平成 29年度まで 
96,055 

平成 30年度から 

平成 33年度まで 
122,015 － 122,015 － 

前売場外おおむら

施設借上げに係る

賃借料 

89,760 平成 29年度 21,384 
平成 30年度から 

平成 32年度まで 
68,376 － － 68,376 
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平成３０年度大村市モーターボート競走事業予定貸借対照表(当年度分) 

（ 平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

 資 産 の 部 

１  固 定 資 産       

(1) 有 形 固 定 資 産  円  円 円 円 

イ  土 地    613,307,004   

ロ  建 物  5,890,670,621  

863,069,686 

    

減 価 償 却 累 計 額 △   5,027,600,935   

ハ  建 物 付 属 設 備  3,481,794,628     

減 価 償 却 累 計 額 △  856,563,187  2,625,231,441   

ニ  構 築 物  4,254,927,017     

減 価 償 却 累 計 額 △ 646,533,681  3,608,393,336   

ホ  機 械 及 び 装 置  1,171,555,194     

減 価 償 却 累 計 額 △  891,942,397  279,612,797   

ヘ  車 両 運 搬 具  9,802,317     

減 価 償 却 累 計 額 △  7,186,333  2,615,984   

ト  船 舶  62,992,984     

減 価 償 却 累 計 額 △  54,821,426  8,171,558   

チ  工 具 器 具 及 び 備 品  1,407,723,108     

減 価 償 却 累 計 額 △  427,573,322  980,149,786   

リ  リ ー ス 資 産  958,429,044     

減 価 償 却 累 計 額 △  623,386,554  335,042,490   

有 形 固 定 資 産 合 計     13,480,125,331  

(2) 無 形 固 定 資 産       

イ  電 話 加 入 権    252,100   

ロ  意 匠 利 用 権    1,139,926   

ハ  ソ フ ト ウ ェ ア    25,518,321   

ニ  水 道 施 設 利 用 権    455,360   

ホ  リ ー ス 資 産    9,768,204   

無 形 固 定 資 産 合 計     37,133,911  

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産       

イ  投 資 有 価 証 券    752,000   

ロ  出 資 金    2,000,000   

ハ  長 期 貸 付 金    300,000,000 

1,838,656 

  

ニ  基 金      

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計     304,590,656  

固 定 資 産 合 計      13,821,849,898 

２  流 動 資 産       

(1) 現 金 預 金     6,638,517,240  

(2) 未 収 金     482,434,439  

流 動 資 産 合 計      7,120,951,679 

資 産 合 計      20,942,801,577 
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負 債 の 部 

３  固 定 負 債       

(1) 企 業 債       

イ  建設改良費等の財源に 

  充 て る た め の 企 業 債 
  5,560,825,436    

ロ  そ の 他 の 企 業 債   96,832,251    

企 業 債 合 計     5,657,657,687  

(2) リ ー ス 債 務     121,155,820  

(3) 引 当 金       

イ  退 職 給 付 引 当 金   304,997,663    

ロ  修 繕 引 当 金   20,578,177    

引 当 金 合 計     325,575,840  

固 定 負 債 合 計      6,104,389,347 

４  流 動 負 債       

 (1) 企 業 債       

イ  建設改良費等の財源に 

  充 て る た め の 企 業 債 
  543,354,178    

ロ  そ の 他 の 企 業 債   38,726,130    

 企 業 債 合 計     582,080,308  

(2) リ ー ス 債 務     164,960,184  

(3) 未 払 金     1,245,704,700  

(4) 前 受 金     22,486,800  

(5) 引 当 金       

イ  賞 与 引 当 金   30,439,000    

ロ  法 定 福 利 費 引 当 金   4,453,000    

引 当 金 合 計     34,892,000  

(6) そ の 他 流 動 負 債     16,759,666  

流 動 負 債 合 計      2,066,883,658 

５  繰 延 収 益       

(1) 長 期 前 受 金     630,689,936  

(2) 収 益 化 累 計 額    △ 326,378,456  

繰 延 収 益 合 計      304,311,480 

負 債 合 計      8,475,584,485 

資 本 の 部 

６  資 本 金      9,758,308,222 

７  剰 余 金       

(1) 資 本 剰 余 金       

イ  受 贈 財 産 評 価 額   818,349    

資 本 剰 余 金 合 計     818,349  

(2) 利 益 剰 余 金       

イ  建 設 改 良 積 立 金   0    

ロ  当年度未処分利益剰余金   2,708,090,521    

利 益 剰 余 金 合 計     2,708,090,521  

剰 余 金 合 計      2,708,908,870 

資 本 合 計      12,467,217,092 

負 債 資 本 合 計      20,942,801,577 
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注記 

Ｉ 重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

・減価償却の方法 

 建物    定額法による。 

 その他   定額法による。 

・主な耐用年数 

  建物 １０～５０年 

  建物付属設備 ６～１５年 

  構築物 １０～５０年 

  機械及び装置 ５～２５年 

  車両運搬具 ２～ ７年 

  船舶 ７年 

  工具器具及び備品 ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

・減価償却の方法  

  定額法による。 

（３） リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金 

職員及び開催時臨時従事員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金

額を計上している。なお、職員の退職給付の支給に対する会計基準変更時の差異２１７，２４１千円について

は、平成２６年度から１５年にわたり、均等額を費用処理している。 

また、開催時臨時従事員の退職給付の支給に対する会計基準変更時の差異１２５，７４２千円については、

平成２６年度から開催時臨時従事員の退職までの平均残余勤務年数（１０年）にわたり、均等額を費用処理し

ている。 

（２） 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末・勤勉手当及び開催時臨時従事員の一時金並びにそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

該当なし。 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

 １ 退職給付引当金の取崩し 

平成３０年度において、開催時臨時従事員の退職手当を支給するため、退職給付引当金１７，５７１千円を取

り崩す。 

 

 ２ 賞与引当金の取崩し 

平成３０年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びに開催時臨時従事員の一時金として支給するため、

賞与引当金２９，７４４千円を取り崩す。 

 

 ３ 法定福利費引当金の取崩し 

平成３０年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びに開催時臨時従事員の一時金の支給に伴う法定福利

費として支払うため、法定福利費引当金４，５２０千円を取り崩す。 
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Ⅳ セグメント情報の開示 

 報告セグメントの概要 

報告セグメントは単一であり、記載を省略している。 

 

Ⅴ リース契約により使用する固定資産 

１ 重要なリース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 
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平成２９年度大村市モーターボート競走事業予定損益計算書(前年度分) 
(平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで) 

  千円  千円  千円 

１ 営 業 収 益       

(１) 舟 券 収 益  55,082,307     

(２) 特 別 発 売 収 益  25,908,336     

(３) その他営業収 益  286,218  81,276,861   

２ 営 業 費 用       

(１) 実 施 費  53,025,420     

(２) 特別発売実施費  23,859,504     

(３) 専用場外発売実施費  1,003,340     

(４) 総 係 費  683,937     

(５) 減 価 償 却 費  677,671     

(６) 資 産 減 耗 費  8     79,249,880   

営 業 利 益      2,026,981 

 
３ 営 業 外 収 益       

(１) 諸 使 用 料  12,035     

(２) 受取利息及び配当金  1,547     

(３) 長期前受金戻入  45,300     

(４) 雑 収 益  12,451  71,333   

４ 営 業 外 費 用       

(１) 雑 支 出  599,266     

(２) 支 払 利 息  14,136  613,402  △542,069 

経 常 利 益      1,484,912 

５ 特 別 利 益       

(１) 固定資産売却益  1  1   

６ 特 別 損 失       

(１) 固定資産売却損  1     

(２) 過年度損益修正損  50,000     50,001  △50,000 

当 年 度 純 利 益      1,434,912 

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 

 

 

     0 

その他未処分利益剰余金変動額 

 

 

    0 

 当年度未処分利益剰余金      1,434,912 
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平成２９年度大村市モーターボート競走事業予定貸借対照表(前年度分) 
（ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

 

資 産 の 部 

１  固 定 資 産       

(1) 有 形 固 定 資 産  円  円 円 円 

イ  土 地    613,307,004   

ロ  建 物  5,427,709,658       

減 価 償 却 累 計 額 △  730,962,686  4,696,746,972   

ハ  建 物 付 属 設 備  2,726,682,664     

減 価 償 却 累 計 額 △  691,739,187  2,034,943,477   

ニ  構 築 物  1,615,298,387     

減 価 償 却 累 計 額 △ 593,649,681  1,021,648,706   

ホ  機 械 及 び 装 置  1,098,871,935     

減 価 償 却 累 計 額 △  836,636,397  262,235,538   

ヘ  車 両 運 搬 具  8,414,428     

減 価 償 却 累 計 額 △  6,887,333  1,527,095   

ト  船 舶  58,390,280     

減 価 償 却 累 計 額 △  54,534,426  3,855,854   

チ  工 具 器 具 及 び 備 品  925,500,034     

減 価 償 却 累 計 額 △  329,649,322  595,850,712   

リ  リ ー ス 資 産  958,429,044     

減 価 償 却 累 計 額 △  488,290,554  470,138,490   

ヌ  建 設 仮 勘 定    57,537,037   

有 形 固 定 資 産 合 計     9,757,790,885  

(2) 無 形 固 定 資 産       

イ  電 話 加 入 権    252,100   

ロ  意 匠 利 用 権    1,425,926   

ハ  ソ フ ト ウ ェ ア    40,896,321   

ニ  水 道 施 設 利 用 権    500,360   

ホ  リ ー ス 資 産    19,538,204   

無 形 固 定 資 産 合 計     62,612,911  

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産       

イ  投 資 有 価 証 券    751,000   

ロ  出 資 金    2,000,000   

ハ  長 期 貸 付 金    300,000,000   

ニ  基 金    1,828,656   

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計     304,579,656  

固 定 資 産 合 計      10,124,983,452 

２  流 動 資 産       

(1) 現 金 預 金     7,017,583,016  

(2) 未 収 金     178,819,685  

(3) 前 払 金     1,546,480,000  

流 動 資 産 合 計      8,742,882,701 

資 産 合 計      18,867,866,153 
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負 債 の 部 

３  固 定 負 債       

(1) 企 業 債       

イ  建設改良費等の財源に 

  充 て る た め の 企 業 債 
  4,904,179,614    

ロ  そ の 他 の 企 業 債   135,558,381    

企 業 債 合 計     5,039,737,995  

(2) リ ー ス 債 務     286,116,004  

(3) 引 当 金       

イ  退 職 給 付 引 当 金   274,518,510    

ロ  修 繕 引 当 金   20,578,177    

引 当 金 合 計     295,096,687  

固 定 負 債 合 計      5,620,950,686 

４  流 動 負 債       

 (1) 企 業 債       

イ  建設改良費等の財源に 

  充 て る た め の 企 業 債 
  342,766,032    

ロ  そ の 他 の 企 業 債   38,722,257    

 企 業 債 合 計     381,488,289  

(2) リ ー ス 債 務     164,960,184  

(3) 未 払 金     1,096,425,005  

(4) 前 受 金     21,880,570  

(5) 引 当 金       

イ  賞 与 引 当 金   29,744,186    

ロ  法 定 福 利 費 引 当 金   4,519,741    

引 当 金 合 計     34,263,927  

(6) そ の 他 流 動 負 債     13,224,366  

流 動 負 債 合 計      1,712,242,341 

５  繰 延 収 益       

(1) 長 期 前 受 金     630,689,936  

(2) 収 益 化 累 計 額    △ 290,054,456  

繰 延 収 益 合 計      340,635,480 

負 債 合 計      7,673,828,507 

資 本 の 部 

６  資 本 金      7,816,036,817 

７  剰 余 金       

(1) 資 本 剰 余 金       

イ  受 贈 財 産 評 価 額   818,349    

資 本 剰 余 金 合 計     818,349  

(2) 利 益 剰 余 金       

イ  建 設 改 良 積 立 金   1,942,271,405    

ロ  当年度未処分利益剰余金   1,434,911,075    

利 益 剰 余 金 合 計     3,377,182,480  

剰 余 金 合 計      3,378,000,829 

資 本 合 計      11,194,037,646 

負 債 資 本 合 計      18,867,866,153 
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注記 

Ｉ 重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

・減価償却の方法 

 建物    定額法による。 

 その他   定額法による。 

・主な耐用年数 

 建物 １０～５０年 

 建物付属設備 ６～１５年 

 構築物 １０～５０年 

 機械及び装置 ５～２５年 

 車両運搬具 ２～ ７年 

 船舶 ７年 

 工具器具及び備品 ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

・減価償却の方法  

定額法による。 

（３） リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金 

職員及び開催時臨時従事員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する

金額を計上している。なお、職員の退職給付の支給に対する会計基準変更時の差異２１７，２４１千円につ

いては、平成２６年度から１５年にわたり、均等額を費用処理している。 

また、開催時臨時従事員の退職給付の支給に対する会計基準変更時の差異１２５，７４２千円については、

平成２６年度から開催時臨時従事員の退職までの平均残余勤務年数（１０年）にわたり、均等額を費用処理

している。 

（２） 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末・勤勉手当及び開催時臨時従事員の一時金並びにそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

該当なし。 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取崩し 

平成２９年度において、開催時臨時従事員の退職手当を支給するため、退職給付引当金２１，００４千円を

取り崩す。 

 

２ 賞与引当金の取崩し 

平成２９年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びに開催時臨時従事員の一時金として支給するため、

賞与引当金２９，７７２千円を取り崩す。 

 

３ 法定福利費引当金の取崩し 

平成２９年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びに開催時臨時従事員の一時金の支給に伴う法定 

福利費として支払うため、法定福利費引当金４，５９５千円を取り崩す。 
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Ⅳ セグメント情報の開示 

報告セグメントの概要 

報告セグメントは単一であり、記載を省略している。 

 

Ⅴ リース契約により使用する固定資産 

１ 重要なリース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内  １，２５８千円 

 計   １，２５８千円 

 

 

  

 


